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岡山大学農学部における研究紹介

説明者：岡山大学農学部 副学部長 神 崎 浩

【農芸化学コース】

★「ドコサヘキサエン酸の神経栄養因子様作用」

助教授 中 村 宜 督

魚油に豊富に含まれる脂肪酸で、血液脳関門を通過できる数少ない食品成分

であるドコサヘキサエン酸（以下 ）は，記憶や学習などの神経機能の改DHA
善に有効ではないかと期待されている。これまでにこの現象を示唆する報告が

数多くなされていたが，その分子基盤は不明であった。我々の研究グループで

， ，はヒト神経芽腫細胞株を用いて の神経突起伸長作用を見出すとともにDHA
その分子機構として，内因性の神経栄養因子（ ）と同様のNerve Growth Factor
MEK/ERK DHA経路を介していることを突き止めた 本研究で得られた成果は。 ，

のもつ潜在的な神経栄養因子様作用を支持するだけでなく，神経変性疾患予防

薬への応用を期待させるものである。

【応用植物科学コース】

★「植物病原細菌の病原性にはべん毛タンパク質の糖鎖修飾が必要である」

教 授 一 瀬 勇 規

最近，タンパク質の翻訳後修飾は真核生物特有の現象ではなく原核生物でも

糖タンパク質の存在が報告されてきている。私たちはタバコ野火病菌のべん毛

タンパク質のフラジェリン糖鎖を欠損させた変異体解析から，菌はフラジェリ

ンを糖鎖でマスクすることによりタバコの認識を回避していることを明らかに

した。これらの研究成果は で印刷中である。病原菌の感Cellular Microbiology
染戦略の理解は病気の発生予防に貢献することが期待される。

★「モモの果肉障害“赤肉症”と“水浸状果肉褐変症”に関する研究」

教 授 久保田 尚 浩

モモの果肉障害“赤肉症”と“水浸状果肉褐変症”は収穫熟度に達した果実

にのみ発生した。前者は果肉にアントシアニンが蓄積する現象で，発生は樹体

によって大きく異なった。後者は果肉が水浸状に褐変する現象で，品種や部位

によって発生率が異なり，発生果は糖度が高かった。赤肉果の発生は，弱剪定
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により根の成長パターンや成長不良に起因する地上部と地下部の成長のアンバ

ランスによって引き起こされると考えられた。

【応用動物科学コース】

★「ヨーグルト長期摂取によるラットの肝障害予防効果」

助教授 阿 部 浅 樹

ヨーグルトをラットに長期摂取させ，それによる肝障害予防効果について調

べた。ヨーグルトは，中国新彊ウイグル自治区の伝統的発酵乳であるキテック

から新規に分離した菌株により調製した。これを ％通常の飼料に混合して15
2与えた 体重は ヨーグルトを摂取させても対照との間に差は見られなかった。 、 。

ヶ月後，ラットにガラクトサミンを腹腔内投与した。その 時間後に腹大静21
脈から採血した。血清中の ， ， および 活性は，ガラクトサGOT GPT LDH ALP
ミン投与により顕著に上昇し，これらはヨーグルト摂取により有意に上昇が抑

えられた。肝臓の組織標本を顕微鏡観察した。ガラクトサミン投与により肝細

胞の壊死性変化が見られ、ヨーグルト摂取によりこれらの変化は抑えられた。

★「おかやま黒豚の産肉能力の高度化に関する育種研究」

教 授 及 川 卓 郎

年の導入以来維持改良されてきた「おかやま黒豚」は，経済のグロー1978
バル化，地産地消による需要の高まりを受け，より効率的かつ高品質な豚肉の

生産が求められている。本学部は岡山県総合畜産センターと共同で黒豚の育種

研究を行っている。これは，育種によって特徴づけられた系統が，ほかにみら

れないユニークなもので，またその特性は長い間保持されるため，地域特産づ

くりには欠かせないと考えられるからである。現在，これまでの飼養記録をも

とに増体性，繁殖性などの遺伝的特性を明らかにしてきた。今後は，調査対象

の多くの特性から改良のターゲットを絞り，改良システムを作ることである。

， ， ， 。また 母豚の母性能力 肉質の向上 強健性の付与などが研究課題としてある

【環境生態学コース】

★「耕作放棄のシミュレーション予測と対策の方向性」

教 授 佐 藤 豊 信 ・ 講 師 駄田井 久

中国地方を対象としてシステムダイナミックスモデルを適用することでマク
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。 ，ロレベルの耕作放棄発生予測モデルを作成した 更にミクロ的な分析のために

中山間地域農業集落を対象として持続的な農業生産システムのシミュレーショ

ンモデルを作成した。平成 年度遊休農地解消普及活動特別事業・中国四国17
ブロック技術利用シンポジウム（平成 年 月 日開催）にて，当分野の院18 1 25
生・教員がこれらの研究成果に基づき基調講演を行った。

★「死んだふり，生き残りに有効」

助教授 宮 竹 貴 久

広範な生物種で見られる死んだふりが本当に生存に有効かはわかっていなか

った。貯穀害虫であるコクヌストモドキの遺伝的な選抜を 世代繰り返して10
頻繁に死んだふりをする系統と死にまねをしない系統を作ることに成功。それ

をクモといっしょにしたところ死んだふりをする系統はより多く生き残れた。

死んだふりをしない系統は普段からよく動き回り，死んだふりをする系統の２

倍の運動量があった。この運動量の違いに神経伝達物質であるオクトパミンの

関与が示唆された。
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耕作放棄のシミュレーション予測と対策の方向性 

 
1.研究の背景 

我が国の農業においては，農業従事者の高齢化の進行による労働力の急激な減少が大き

な問題となっている。2000 年の農業センサスによると約 7％（約 21 万 ha.）の農地が農業

生産に利用されずに耕作放棄されている。一方で，我が国の食料自給率は約 40％の水準で

あり，食料安全保障の重要性が高まっている。不測の事態を考慮するとある一定以上の農

地面積を保全する必要がある。 
 

2.研究の概要 

耕作放棄発生要因の定量的な分析を行い，基本となる構造モデルを構築した。本研究で

は，構築された構造モデルに基づき，耕作放棄発生のシミュレーションモデルを構築し，

将来的な耕作放棄発生の予測を行った。さらに，様々な政策的な手段を講じることでどの

程度の耕作放棄を抑止することが可能であるかを明確にした。 
クラスター分析を用いて農地条件、農業構造により、中国地方の市町村を類型化した。

次に、類型ごとにパス解析を用いて耕作放棄発生の因果モデルを構築し、耕作放棄の要因

を分析した。耕作放棄の要因分析をもとに、市町村ごとに耕作放棄抑制策の検討を行った。

最後に、耕作放棄発生の因果モデルを基に、システムダイナミックスを用いて耕作放棄発

生量を予測するモデルを構築し、趨勢での耕作放棄地面積の推移と、耕作放棄抑制策を行

った場合の耕作放棄地面積の推移を比較することによって、抑制策の効果の評価を行った

（資料 1）。 
また，耕作放棄を可能な限り抑止し，持続的な農業生産を行うには，労働力を効率的に

再配分する必要がある。本研究では，数理計画法を適用し，労働資源の有効利用を目指し

た持続的な農業生産システムのシミュレーション分析を行った。高齢化に伴い実質的な農

業労働の質は低下する（同じ 1 時間の作業時間であっても 40 歳代と 60 歳代では，作業量

は異なる）。従来の研究では，農業労働の質に関する定量的な計測が行われておらず，正確

なシミュレーション分析が不可能である。本研究では，ヒアリング及びアンケート調査を

行い 50 歳代，60 歳代，70 歳代以上の 3 世代における実質的な労働力を計測した。その結

果に基づき，労働力の質を考慮した新たな技術係数を作成した。5 年後及び 10 年後のシミ

ュレーションを行い，農業生産に利用される農地面積及び農業所得との関係を明らかにし

た。また，将来的な米価価格が低下していく事を考慮し，各ケースにおいて米価価格をパ

ラメトリックに変化させてシミュレーション分析を行った（資料 2）。 
 
なお，いずれも平成 17 年度遊休農地解消普及活動特別事業・中国四国ブロック技術利用

シンポジウム（平成 18 年 1 月 25 日開催）にて報告したものである。 
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中国地方における耕作放棄の
シミュレーション予測と対策の方向性

２００６年１月２５日

吉田晋一（岡山大学大学院）
連絡先：岡山大学農学部資源情報システ

ム学分野
Tell：086-251-8372

資料1

2

目的

中国地方全体というマクロな視点から、

①耕作放棄の発生状況

②今後の予測

③対策の方向性

3

センサスで見る遊休農地

遊休農地は、センサス上では

「耕作放棄地」と「過去一年間作付けしなかっ

た田・畑」として把握される。

（過去一年間作付けしなかった田・畑は経営耕地

面積に含まれる）

→ここでは耕作放棄地を主に見ていく

4

センサスで見る農地の変化

経営耕地 耕作放棄地
新規耕作放棄地面積

非農地化面積

間接
非農地化
面積

直接非農地化面積

※間接非農地化は耕地
が一度、耕作放棄地に
なってから非農地にな

ることをさす
※直接非農地化は耕地
が耕作放棄地にならず
に非農地になることをさ

す

5

どれだけの面積に対策が必要なのか？

経営耕地 耕作放棄地
新規耕作放棄地面積

非農地化面積

間接
非農地化
面積

直接非農地化面積

※間接非農地化は耕地
が一度、耕作放棄地に
なってから非農地にな

ることをさす
※直接非農地化は耕地
が耕作放棄地にならず
に非農地になることをさ

す

約３．２万ha

→今ある耕作放棄地面積？→毎年の新規耕作放棄地発生面積？

？

6

新規耕作放棄地面積を推計

◆対象：中国地方の水田率８０％以上

かつ販売農家数１００戸以上の

１７９市町村（2000年センサス時点）

→中国地方の経営耕地面積の７割弱

◆1995年～2000年について分析

7

経営耕地 耕作放棄地

非農地化面積

6,700ha

3000ha

センサス上の
耕作放棄地
増加面積

約２倍

151,000ha 9,700ha137,000ha

新規耕作放棄地面積

5800ha

11,000ha

１９９５年→２０００年

8

市町村類型化

水田率80%以上かつ販売農家数100戸以上179市町村
（ 中国地方の経営耕地面積の約７割を占める）

急傾斜市町村
７１市町村
（ 約４０％）

ex.落合町

緩傾斜市町村
３１市町村
（ 約２０％）

ex.美甘村

都市までの距離

傾
斜

１５°

３０分０

都市近郊市町村
７７市町村
（ 約４０％）
ex.岡山市

9

経営耕地 耕作放棄地

非農地化面積

直接非農地化率

都市近郊：５％
緩傾斜 ：６％
急傾斜 ：８％

間接非農地化率

都市近郊：４９％
緩傾斜 ：２６％
急傾斜 ：４１％

都市近郊：６．７％
緩傾斜 ：６．５％
急傾斜 ：６．６％

新規耕作放棄地率

都市近郊：４．１％
緩傾斜 ：２．８％
急傾斜 ：３．６％

耕作放棄地率
に差異はない

緩傾斜に比べ
都市近郊は1.5倍
急傾斜は1.3倍

１９９５年→２０００年
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2000年から新たに発生する耕作放棄地面積

（シミュレーション予測値）
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都市近郊

緩傾斜

急傾斜

趨勢での耕作放棄地発生予測
都市近郊

6867ha(8%)発生

緩傾斜

1112ha(6%)発生

全体
1.1万ha(8%)発生

急傾斜

3022ha(12%)発生

11

どれだけの面積に対策が必要なのか？
（小括）

◆今ある耕作放棄地面積

＝中国四国：３．２万ha (2000年センサス)
→農地としての利用を再開

→ビオトープ等にして有効活用

◆発生する耕作放棄地面積

（新規耕作放棄地面積）

＝センサス上の耕作放棄地増加面積の

約２倍 (2010年までに経営耕地の8%)

(対象市町村における予測)

→耕作放棄地の発生抑制 12

各類型で

どのような対策をとればよいのか？

相関・回帰分析の一種のパス解析
（多重回帰分析）を用いて耕作放棄の
発生要因を分析

→対策の方向性を探っていく

13

用いた指標
地理的条件（非政策変数）
○水田率 ○平均傾斜
○ＤＩＤ設定市町村までの所要時間

農業構造・基盤条件（準政策変数）
○自給的農家率 ○主業農家率 ○７０歳以上農業従事者率
○農業後継者がいる農家率
○区画整備済みの田がある農業集落率

政策変数
○貸付農地面積率 ○請け負った農家率
○農業生産のための組織参加農家率
○農業用用排水路を集落として管理している農業集落率
○過去一年間作付けしなかった農地面積率

14

耕作放棄発生要因①
（都市近郊市町村）

新規耕作放棄地率

請け負った
農家率

農業生産組織
参加農家率

自給的農家率
70歳以上
農業従事者率

区画整備状況

DID地区設定 平均傾斜

NFI:0.860
RFI:0.640
IFI:0.917
TLI:0.763
CFI:0.908

標準化した平均値

-1.5
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→農業生産組織への参加推進
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耕作放棄発生要因②
（緩傾斜市町村）

新規耕作放棄地率

請け負った
農家率

農業生産組織
参加農家率

自給的農家率 主業農家率

区画整備状況

NFI:0.864
RFI:0.708
IFI:0.956
TLI:0.892
CFI:0.949

標準化した平均値

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

請

け
負

っ
た
農
家
率

生
産
組
織
参
加
率

自
給
的
農
家
率

主
業
農
家
率

→農業生産組織への参加推進

→農作業受委託推進
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耕作放棄発生要因③
（急傾斜市町村）

新規耕作放棄地率

請け負った
農家率

自給的農家率

区画整備状況

NFI:0.890
RFI:0.765
IFI:0.959
TLI:0.905
CFI:0.955

70歳以上
農業従事者率

不作付け地率

標準化した平均値

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

不

作

付

け
地

率

請

け
負

っ
た
農

家

率

生

産

組

織

参

加

自

給

的

農

家

率

高

齢

化

状

況

→粗放的農法の推進

→保全管理の推進
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耕作放棄地対策の方向性（小括）

都市近郊市町村：

「農業生産組織への参加推進」

緩傾斜市町村：

「農業生産組織への参加推進」と「農作業受
委託推進」

急傾斜市町村：

「粗放的農法展開」と「保全管理推進」
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政策変数の改善に伴う抑制効果①
(都市近郊市町村) →農業生産組織への参加推進
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→農作業受委託推進
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政策変数の改善に伴う抑制効果②
(緩傾斜市町村) →農業生産組織への参加推進

→農作業受委託推進
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結論
統計における耕作放棄地の増加面積の約２倍の耕
作放棄が発生していると予測される

シミュレーションによると分析対象市町村において趨
勢では００年から１０年に1.1万ha(8%)が新たに耕作
放棄される予測される

耕作放棄地対策の方向性としては①都市近郊市町
村では「農業生産組織への参加推進」、②緩傾斜市
町村では「農業生産組織への参加推進」と「農作業
受委託推進」、③急傾斜市町村では「粗放的農法展
開」と「保全管理推進」が考えられる
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労働力の有効利用による
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耕作放棄が増加している要因
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の実態と農地の利用集積等についての農業委員調査結果」 3

高齢化と耕作放棄との関係

耕作放棄がどの様にして起こるのか？

耕起

田植え

防除

水管理

稲刈り

育苗シートの
運搬ができなくなった。

収穫後の米袋の
運搬ができなくなった。
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高齢化と耕作放棄との関係

耕作放棄がどの様にして起こるのか？

耕起

田植え
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水管理

稲刈り

あ
る
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作
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5

耕作放棄抑制への提案

高齢化によりできなくなった作業をサポート

耕起

田植え

防除

水管理

稲刈り

耕
作
放
棄
の
抑
制
？

田植えの育苗シートの
運搬を手伝う。

米袋の
運搬を手伝う。

6

シミュレーション分析

実際のどの程度の耕作放棄抑制効果があ
るのか？

将来的（10年後・20年後）に，どの程度の
耕作放棄地が抑制できるのか？

数値として（○○ａ），捉えてみる。

7

シミュレーション分析

現在の労働力

将来の労働力

ど
の
程
度
の
農
地
が
管
理
可
能
？

絶対数の減少
労働の質

•対策なし
•労働の再配分

•米価価格の変化

8

対象地域の農地

耕作放棄5年程度 耕作放棄10年程度
9

シミュレーションの方法
【数理計画法・線形計画法】

( )
( ) ( )yfyxfxts

yxf
≥≥

→

,.

max,

　　　

　　目的関数：

制約条件式の基で，

ある目的関数を最大化or最小化
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10

数理計画モデルに必要となる
データ

土地資源量
：農業生産に利用可能な農地面積
→「現在の作付け面積」約14ｈａ.
労働資源量
：農業生産に投入可能な実質的な労働力

技術係数
：作物の作付けに必要となる，10aあたりの
労働時間

11
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12月

基礎データの整理
【現在の労働投入時間】

最大約500時間/
月

12

基礎データの整理
【技術係数】

50代と70代では，実質的な労働量は異な
る。
同じ1時間でも農作業量が異なる＝10aの
農作業に必要となる時間が異なる。

労働の質を反映した新たな技術係数を作
成する必要がある。

13

基礎データの整理
【技術係数】

労働の質を考慮した技術係数の作成
（水稲作，10aの技術係数）

～50代 60代 70代以上

3月 0.20 0.20 0.20

4月 2.50 2.75 2.84
5月 6.20 7.03 8.04
6月 2.70 3.04 3.47
7月 2.00 2.61 2.78
8月 2.00 2.64 2.98
9月 3.30 4.15 5.43
10月 2.00 2.38 3.58
計 20.90 24.80 29.32

14

数理計画モデルの構築

目的式：農業所得→MAX
作付け作目プロセス
水稲・そば・小豆・小麦・たかきび・黒大豆・
大豆の7種類
制約条件
①農地資源
②労働資源
③プロセス稼動制約【法面管理制約】

15

作物の作付けを行うには

農地を農業生産に利用するためには法面
管理が不可欠（総農地面積の約30％）

最低限，圃場から上
下1.5m.程度の草刈が
必要

作付け前・収穫前，
及び作付け中に1回の
計3回

法面管理の必
要性

16

シミュレーション分析

現在の労働力

将来の労働力

ど
の
程
度
の
農
地
が
管
理
可
能
？

絶対数の減少
労働の質

•対策なし
•労働の再配分

•米価価格の変化

17

シミュレーション分析①

耕起

田植え

防除

水管理

稲刈り

耕起

田植え

防除

水管理

稲刈り

サポート

現状 労働の再配分

サポート

18

農業所得

農業所得

耕作放棄

耕作放棄

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

現状

労働再配分

シュミレーション分析①

「現状」と「労働の再配分」との比較（千円・10a）

農業所得：1.4倍

耕作放棄発生ゼロ
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19

シュミレーション分析①

土地のシャドープライス：約46,000円/10a
→複田コストとの比較
もしも，46,000円/10a以下で可能なら。

20

シミュレーション分析②
【将来的にはどの様になるのか】

現在の労働力

将来の労働力

ど
の
程
度
の
農
地
が
管
理
可
能
？

絶対数の減少
労働の質

•対策なし
•労働の再配分

•米価価格の変化
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0 100 200 300 400 500 600

現在

10年後

20年後

～50代 60代 70代～

シミュレーション分析②
【将来的にはどの様になるのか】

S集落における労働時間の推移（時間/月）

10年後：約20％減少
20年後：約40％減少

22

農業所得

農業所得

農業所得

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

現在

10年後

20年後

シミュレーション分析②
【将来的にはどの様になるのか】

「労働力の再配分を行わない」ケース
（千円・10a）

☆農業所得
10年後：20％減少
20年後：50％減少

☆耕作放棄面積
10年後：約1.5倍
20年後：約2倍

23

農業所得

農業所得

農業所得

農業所得

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

なし

あり

なし

あり

1
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後
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0
年
後

シミュレーション分析②
【将来的にはどの様になるのか】

「労働力の再配分を行った」ケース（千円・10a）

農業所得：1.5倍
耕作放棄：90％減少

農業所得：1.7倍
耕作放棄：50％減少

24

シミュレーション分析②
【将来的にはどの様になるのか】

10年後は，「労働力の再配分」が有効
20年後には，「労働力の再配分」でも耕作
放棄が発生

耕作放棄を全く発生させないようにした場
合はどのようになるのか？

25

シミュレーション分析③
【耕作放棄発生の抑制】

「耕作放棄をゼロ」のケース（千円・10a）

農業所得

農業所得

農業所得

農業所得

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

所得最大化

耕作放棄最小

所得最大化

耕作放棄最小

1
0
年
後
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0
年
後

農業所得：0.6倍
管理水田：6ha.

26

シミュレーション分析③
【耕作放棄発生の抑制】

10aあたりの農業所得の比較
0 10 20 30 40 50 60 70 80

なし

所得最大化

耕作放棄最小

なし

所得最大化

耕作放棄最小

10
年
後

20
年
後

千円/10a

農業所得と耕作面積と
のトレードオフの関係

27

シミュレーション分析③
【耕作放棄発生の抑制】

農地制約のシャドープライス
10年後：約－7,700円/10a
20年後：約－28,000円/10a

耕作放棄を削減することにより，上記だけ
の損失が発生している。
→この損失をどの様に補償していくのか。
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シミュレーション分析④-1
【米価補償による耕作放棄抑止】

米価格への補償を行ったケース
（千円/10a・10a）

農業所得

農業所得

農業所得

農業所得

農業所得

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

0.00 50.00 100.00 150.00 200.00

現状

1.5倍

2倍

3倍

5倍

耕作放棄面積への影
響は非常に小さい。

29

シミュレーション分析④-2
【米価低下時のケース】

米価格が低下したケース（千円/10a・10a）

農業所得

農業所得

農業所得

耕作放棄

耕作放棄

耕作放棄

0.00 10.00 20.00 30.00 40.00 50.00 60.00

現状

0.8水準

0.7水準

30

シミュレーション分析④
【米価補償による耕作放棄抑止】

米価格への補償を行い，耕作放棄の抑制
を目指すケース
→米の価格を現在の5倍の水準にしても耕
作放棄の抑制は，不可能。

米価低下すると，他の省力作物（タカキビ・
小麦）への転換が発生する。→結果として，
耕作放棄地の抑制につながる。

31

さいごに

あくまでシュミレーションであり，大切なの
は，集落全体の合意形成が可能であるか
どうか。

実際の労働時間・農業所得とを集落内で
示すことで，合意形成を容易にするので
は？

32

さいごに

この様な，色々な計画を示すことにより集落内で
の合意形成につながるのでは？

計画3
計画2
計画1 10％550時間○○円

7％600時間△△円

5％450時間××円

耕作放棄率必要労働時間農業所得


